
証券コード　6881
平成30年6月11日

株 主 各 位
長野県上伊那郡箕輪町大字三日町482番地1

株 式 会 社 キ ョ ウ デ ン
代表取締役社長 森 　 清 隆

第36回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第36回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいます
ようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご表示いただき、平成30年6月26日（火曜日）の営業時間の終了時（午後5
時15分）までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1． 日　時 平成30年6月27日（水曜日）午前11時
2． 場　所 長野県上伊那郡箕輪町大字中箕輪8288番地1

伊那プリンスホテル　デビューテホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3． 会議の目的事項
報告事項 1.　第36期（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）事業報

告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

2.　第36期（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）計算書類
報告の件

決議事項
第1号議案 取締役9名選任の件

以 上

○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申しあげます。

○【連結計算書類】の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」、【計算書類】の「株
主資本等変動計算書」「個別注記表」につきましては、法令および当社定款の規定に基
づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kyoden.co.jp）に掲載し
ておりますので、本定時株主総会招集ご通知提供書面には記載しておりません。上記の
ウェブサイト掲載事項は、会計監査人および監査役の監査の対象に含まれております。

○株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正すべき事情が
生じた場合は、上記の当社ウェブサイトに、修正後の事項を掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　　業　　報　　告

（平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで）

1．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①事業の経過および成果
　当連結会計年度における世界経済は、米国では雇用や所得環境の改善を背景に個
人消費は底堅く推移し、企業収益も回復基調に推移しました。また、中国経済は安
定成長が続き、アジア新興国の経済も緩やかに成長いたしました。一方、わが国経
済におきましては、企業収益や雇用環境の改善が続き、個人消費や設備投資の増加
が見られる等、緩やかな回復基調が継続しました。
　当社が属するプリント配線板関連分野においては、車載関連向けや設備投資の増
加による産業機器向け等の需要が堅調に推移いたしました。
　このような環境のもと、当社グループにおきましては、電子事業におけるプリン
ト配線板関連分野の受注及び生産が国内外において好調だったことや、内製化によ
る原価低減、自動化、設備効率化による生産性向上に努めたこと、工業材料事業に
おいては主要品目である硝子長繊維原料及び耐火物、混和材関連のいずれの分野に
おいても好調であったことなどから、当連結会計年度の売上高は前期比5.0％増の
56,560百万円、営業利益は前期比47.2％増の3,040百万円、経常利益は前期比
67.7％増の3,179百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比57.3％増の
2,307百万円となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。
（電子事業）

　電子事業におきましては、新規事業関連の先行コストやプリント配線板の基材
となる銅張積層板の世界的なコストアップが懸念されましたが、特に国内におい
て産業機器やデバイスなどの開発が活発化していることなどを背景に、当社の得
意とする試作開発の小ロット案件の受注が例年以上に好調に推移したことや、海
外においても主として車載関連を扱うタイ工場の業績が昨年に引き続き順調に推
移したことから、売上高は前期比2.5％増の44,218百万円、セグメント利益は前
期比50.9％増の1,768百万円となりました。
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（工業材料事業）
　工業材料事業におきましては、国内外景気の緩やかな回復基調の持続を背景に、
主力製品である硝子長繊維原料と耐火物に加え原料仕入販売の売上が前年同期を
上回る水準で推移したほか、公共事業・建設関連の需要の高まりにより混和材・
建設資材の販売が好調でした。一方で原料費も含めた製造原価の削減や生産効率
化に努めたことから、売上高は前期比15.3％増の12,341百万円、セグメント利
益は前期比42.6％増の1,272百万円となりました。

②設備投資の状況
　当連結会計年度に実施いたしました当社グループの設備投資の総額は2,250百万
円であり、その主なものは、生産効率化および品質向上を目的とした生産機械設備
の増設であります。

③資金調達の状況
　当連結会計年度における資金調達は、自己資金のほか金融機関からの借入金をも
って充当いたしました。

④事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　当社は、平成29年5月15日付で、株式会社TOSEIの株式を取得し、持分法適用関
連会社化いたしました。

－ 3 －



⑵　直前3事業年度の財産および損益の状況

摘　要 平成26年度
第33期

平成27年度
第34期

平成28年度
第35期

平成29年度
第36期

（当連結会計年度）

売上高（百万円) 45,375 51,144 53,862 56,560

経常利益（百万円) 1,050 1,332 1,896 3,179

親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円) 227 259 1,467 2,307

1株当たり当期純利益(円) 4.68 5.27 29.53 46.45

総資産（百万円) 42,649 43,352 40,227 44,409

純資産（百万円) 10,925 11,122 12,581 14,727

⑶　重要な親会社および子会社の状況
①親会社の状況

　当社には該当する親会社はありません。

②親会社等との間の取引に関する事項
イ　取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項

　当社は親会社等（当社主要株主およびその近親者）が所有する会社との間で
「保険料の支払」「事務所等の賃借」等の取引を実施しておりますが、当該取
引をするに当たっては、当該取引の必要性および取引条件が第三者との通常の
取引と著しく相違しないこと等に留意し、合理的な判断に基づき、公正かつ適
正に決定しております。

ロ　取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断およびその理由
　当社は、独立社外取締役ならびに監査役から当社経営に対する適切な意見を
得ながら、また、必要に応じ、当社と利害関係のない第三者より当該取引が当
社の少数株主にとって不利益なものでないと判断する旨の意見を得たうえで、
取締役会において多面的な議論を経て、当該取引の実施の可否を決定しており
ます。事業運営に関しては、取締役会を中心とした当社独自の意思決定に基づ
き業務執行をしており、上場会社としての独立性を確保しながら、適切に経営
および事業活動を行っております。

ハ　取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の社外取締役の意見
　該当事項はありません。
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③重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 議 決 権 比 率 主な事業内容

百万円 ％
昭和ＫＤＥ株式会社 2,820 100.0 硝子長繊維用原料、耐火

物、混和材、農薬原料の製
造・販売

株式会社キョウデンプレシジョン 100 100.0 プレス、成形、板金、ユニ
ット組立、基板実装組立

百万タイバーツ
KYODEN (THAILAND)CO.,LTD. 823 100.0

(100.0)
プリント配線板の製造・販
売

（注）当社の議決権比率の（　）は、間接所有を示す内数であります。

④事業年度末日における特定完全子会社の状況
　当社には該当する子会社はありません。
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⑷　対処すべき課題
　①電子事業

　国内では、当社独自の「ワンストップソリューション」（プリント配線板の設計・
製造・実装から意匠・機構部品加工・組立までを内製）の機能をベースに、少量多
品種領域におけるシェア拡大を図り、産業機器、車載など旺盛な需要環境が続く分
野につきましても引き続き拡販に向け取り組むと同時に、生産効率向上を企図し当
期に一部実施した実装ラインの移設については2018年度に株式会社キョウデンプ
レシジョンへの完全な移設を完了し、ＥＭＳの一貫した運営体制を構築、更なる生
産効率の向上や機能強化に取り組んでまいります。
　また、車載電装化・自動運転やＩｏＴ高機能化によるプリント配線板の高放熱、
高周波、ビルドアップ基板小径化対応等、将来を見据えた技術開発に取り組んでま
いります。

②工業材料事業
既存商品の拡販、品質改良とコスト競争力の強化に継続的に努めるとともに、将

来の基幹製品を育成すべく、長年培ってきた無機鉱物に関するノウハウと生産設備
を活用した新販路の開拓・新製品の導入やシナジーの期待できる企業との提携によ
る業容の拡大に取り組んでまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご協力を賜りますようお願
い申しあげます。
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⑸　主要な事業内容（平成30年3月31日現在）
事業内容 主要製品等

電子事業 プリント配線板設計・製造・実装、メカ・ユニット組立

工業材料事業 硝子長繊維用原料、耐火物、混和材、農薬原料、各種金属・
鉱産物等の加工

⑹　主要な営業所および工場（平成30年3月31日現在）
会　社　名 事業所名（所在地）

当社

本社　：　長野県上伊那郡箕輪町
本部　：　横浜市都筑区
営業所：　仙台、東京、中部（名古屋市）、大阪
工場　：　本社、東北（いわき市）、横浜、
　　　　　大阪（泉大津市）

昭和ＫＤＥ株式会社 本社　：　東京都豊島区
工場　：　安芸津（東広島市）

株式会社キョウデンプレシジョン 本社　：　静岡県伊豆の国市
工場　：　本社

KYODEN(THAILAND)CO.,LTD. 本社　：　タイ王国チョンブリ
工場　：　本社
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⑺　使用人の状況（平成30年3月31日現在）
①企業集団の使用人の状況

事業の種類別
セグメントの名称 使用人数 前連結会計年度末比増減

電子事業 2,303名 18名減

工業材料事業 267名 15名増

全社（共通） 63名 1名増

合計 2,633名 2名減

（注）全社（共通）として、記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属
しているものであります。

②当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

1,096（279）名 7名減（44名増） 42.7歳 9.6年

（注）使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおりま
す。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含んでおりま
す。）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

⑻　主要な借入先の状況（平成30年3月31日現在）
借　入　先 借 入 残 高

シンジケート方式によるコミットメントライン（注） 3,100百万円

株式会社横浜銀行 1,543百万円

株式会社三井住友銀行 1,484百万円

株式会社あおぞら銀行 1,236百万円

株式会社八十二銀行 1,194百万円

（注）当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行11
行とコミットメントライン契約をそれぞれ締結しております。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2．会社の現況
⑴　株式の状況（平成30年3月31日現在）

①発行可能株式総数 200,000,000株
②発行済株式の総数 52,279,051株
③株主数 4,650名
④大株主（上位10名）

株　主　名 持　株　数 持株比率

株式会社クラフト 17,189千株 34.59％

橋本　浩 14,615千株 29.41％
日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口） 1,546千株 3.11％

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口４） 1,437千株 2.89％

株式会社商工組合中央金庫 907千株 1.82％
BARCLAYS BANK PLC A/C CLIENT 
SEGREGATED A/C PB CAYMAN CLIENTS
（常任代理人　バークレイズ証券株式会社）

495千株 0.99％

ステート・ストリート信託銀行株式会社 
2372036 402千株 0.80％

キョウデン従業員持株会 385千株 0.77％
CHACE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS 
ACCOUNT ESCROW
（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）

340千株 0.68％

NOMURA PB NOMINEES LIMITED A/C 
CPB30072 482276
（常任代理人　野村證券株式会社）

339千株 0.68％

（注）1． 当社は、自己株式を2,592,811株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2． 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況(平成30年3月31日現在）
①当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

　　　該当事項はありません。

②当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　　　該当事項はありません。

③現に発行している新株予約権
　　　該当事項はありません。
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⑶　会社役員の状況
①取締役および監査役の状況（平成30年3月31日現在）

氏　　名 会社における地位、担当および重要な兼職の状況

山口　　鐘畿 代表取締役社長
昭和ＫＤＥ㈱　代表取締役会長
㈱キョウデンプレシジョン　取締役

森　　　清隆 取締役（海外事業本部長）
KYODEN(THAILAND)CO.,LTD.　Managing Director

永沼　　弘 取締役（製造本部長）

岡本　　満 取締役（営業本部長）

田中　　基博 取締役
昭和ＫＤＥ㈱　代表取締役社長

佐藤　　周一 取締役（管理本部長）

長谷川　洋二 取締役
弁護士法人長谷川洋二法律事務所　代表、弁護士
タカノ㈱　取締役（監査等委員）

北原　　清 常勤監査役

島田　　清志 非常勤監査役

細川　　清史 監査役
伊那バス㈱　監査役

清水　　純一 監査役

（注）1． 取締役長谷川洋二氏は、社外取締役であります。
2． 監査役細川清史氏および清水純一氏は、いずれも社外監査役であります。
3． 監査役北原清氏は他社における監査役としての実績・経験から、監査役島田清志氏は、長年にわ

たり当社の管理部長として経理業務に従事した経験から、監査役細川清史氏および清水純一氏
は、金融機関における豊富な経験から財務および会計に関する相当程度の知見を有しておりま
す。

4． 当社は、取締役長谷川洋二氏、監査役細川清史氏および清水純一氏を東京証券取引所の定めに基
づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

5． 当社は、社外取締役長谷川洋二氏および各監査役との間で、会社法第427条第1項の規定に基づ
き、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害
賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

6． 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、補欠監査役を1名選任してお
ります。

　　　　補欠監査役　　佐藤　信祐
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②事業年度中に退任した取締役

氏　　名 退任日 退任事由 退任時の地位、担当および
重要な兼職の状況

原　康三 平成29年12月31日 辞任 取締役

③取締役および監査役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額

区　　分 支給人員 支給額

取締役 6名 62百万円

監査役 4名 13百万円

合　　計 10名 76百万円

（注）1． 取締役の支給人員は、平成29年12月31日に退任した無報酬の取締役1名および無報酬の取締役
1名を除いております。

2． 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3． 上記支給額のうち、社外取締役1名および社外監査役2名の報酬の合計額は7百万円であります。
4． 取締役の報酬限度額は、平成8年6月28日開催の定時株主総会において年額200百万円以内（た

だし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
5． 監査役の報酬限度額は、平成9年6月28日開催の定時株主総会において年額15百万円以内と決議

いただいております。
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④社外役員に関する事項
イ　重要な兼職先と当社との関係

区　　分 氏　　名 重要な兼職先 重要な兼職先と
当社との関係

社外取締役 長谷川　洋二
弁護士法人長谷川洋二法律事務所
代表、弁護士
タカノ㈱　取締役（監査等委員）

重要な取引その他の関係は
ありません。

社外監査役
細川　　清史 伊那バス㈱　監査役 重要な取引その他の関係は

ありません。

清水　　純一 該当事項はありません。 該当事項はありません。

ロ　当事業年度における主な活動状況
区　　分 氏　　名 主な活動状況

社外取締役 長谷川　洋二
当事業年度に開催された取締役会14回のうち12回に出席し、法律
の専門家としての知識や経験に基づき適宜発言を行っておりま
す。また、監査役会に定期的に出席し、監査役との連携を図ると
ともに、経営トップとの意見交換を積極的に行っております。

社外監査役

細川　　清史
当事業年度に開催された取締役会14回、監査役会16回のすべてに
出席し、長年にわたる金融機関における知識や経験に基づき適宜
発言を行っております。

清水　　純一
当事業年度に開催された取締役会14回、監査役会16回のすべてに
出席し、金融機関の経営者としての知識や経験に基づき適宜発言
を行っております。
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⑷　会計監査人の状況
①名称　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②報酬等の額
支　払　額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 46百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 56百万円

（注）1． 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を区分しておらず、また実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る
会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2． 当社の重要な子会社のうち、KYODEN(THAILAND)CO.,LTD.は、当社の会計監査人以外の監査
法人による監査を受けております。

3． 監査役会は、取締役、社内関係部署および会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けたうえ
で、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積もりの算出根拠について
確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額に
ついて同意しております。

③会計監査人の解任または不再任の決定方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判
断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の
内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当すると認められ
る場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監
査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査
人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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⑸　業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体
制その他会社の業務の適正を確保するための体制に関する基本方針を決議しており、
その基本方針に基づき、次のとおり運用しております。

①取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため
の体制
　当社および当社グループの役職員の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ
社会的責任を果たすため、コンプライアンス・ポリシー(企業行動理念)を定め、コ
ンプライアンス委員会を中心とする研修等により、全役職員に周知徹底させており
ます。
　当社および当社グループの使用人から通報相談を受け付ける社内・社外（弁護士）
の通報相談窓口（ホットライン）を設置し、匿名での通報を認めるとともに通報者
に対する不利益な取扱を防止しております。
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは一切の関係を
持たず、毅然とした態度で対応することとしております。
　内部監査室が当社および当社グループの内部監査を実施し、代表取締役社長に報
告しております。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　重要な意思決定および報告に関する情報、文書の取扱は、「文書取扱規程」に基
づき、保存媒体に応じ適切かつ確実に保存・管理するとともに、情報種別に応じ適
切な保存期間を定め、期間中は閲覧可能な状態を維持しております。
　当社および当社グループの情報セキュリティについては、当社の情報システム部
門が「情報システム管理規程」に基づきこれにあたっております。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスクの管理については、「リスクマネジメント規程」に基づき設置されたリス
クマネジメント委員会の運用により対応しております。
　各事業部門は、定期的にリスク調査結果をリスクマネジメント委員会へ報告し、
リスクマネジメント委員会は重点管理リスクを、取締役会へ報告しております。
　当社および当社グループの経営に重大な影響を与えるような事態が発生した場合
は、当社の代表取締役社長を本部長とした対策本部を設置し、必要な対策を実施し、
損失を最小限に抑えるとともに早期の原状回復を図る体制をとっております。
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　当社および当社グループのリスク管理体制およびリスク管理の実施状況について
は、各社におけるリスク管理担当部署が当社のリスクマネジメント委員会と連携し
て行っております。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社および当社グループは、経営機能の強化および取締役会における経営意思決
定の迅速化を図るとともに、事業執行機能を強化するため執行役員制度をとってお
ります。取締役会は、経営戦略の策定および業務執行の監督機能の充実に努めてお
ります。
　取締役会は、月１回開催するほか必要に応じて臨時に開催し、法令で定められた
事項や経営に関する重要事項を決定しております。
　取締役会は、「経営計画管理規程」に従い、経営計画の進捗管理を行うとともに、
取締役会の議事を充実させるよう経営会議において事前に検討を行い、効率的な業
務の執行を図っております。
　当社は、事業年度ごとの当社グループ全体の重点経営目標および予算配分等を定
め、その進捗を管理しております。

⑤当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、子会社の遵法体制その他の業務の適正を確保するための体制の整備に関
する指導および支援を実施しております。
　当社グループの管理は、「関係会社管理規程」に従い当社管理本部長が統括し、
当社グループと連携・調整を図り、協力してこれを行っております。
　当社グループには、必要に応じて取締役または監査役として、当社の取締役また
は使用人を派遣し、業務の適正を確保しております。
　当社グループにおける経営の健全性の向上および業務の適正の確保のために必要
なときは、子会社の事業運営に関する重要な事項について当社の承認を必要とする
ほか、特に重要な事項については当社の取締役会への付議を行う体制になっており
ます。
　内部監査室は、当社および当社グループの内部監査を実施し、内部統制の有効性
と妥当性を確保しております。

⑥財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社グループの財務諸表および財務諸表に重要な影響を及ぼす開示事項等に係る
外部報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制規程」を制定すると
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ともに、財務報告に係る内部統制の構築、評価および報告に関し適切に運用してお
ります。

⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項
　監査役職務を補助すべき使用人は、兼務として置き、監査役の指示に従いその職
務を行っております。

⑧前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役付の独立性を確保するため、監査役付の任命、異動等人事権に係る事項の
決定には常勤監査役の事前の同意を得る体制になっております。
　監査役付の人事考課については、常勤監査役の意見を反映しております。
　監査役付は、当社および当社グループの業務の執行に係る役職は兼務しておりま
せん。

⑨取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に対す
る体制
　代表取締役および業務の執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議にお
いて随時その担当する業務の執行状況を報告しております。
　当社および当社グループの代表取締役および業務執行を担当する取締役は、以下
に定める事項について、発見次第各社の監査役に対し報告を行っております。

ア．会社に著しい損害および利益を及ぼす恐れのあるもの。
イ．社内外へ環境、安全、衛生または製品において重大な被害を与えたもの､ま

たはその恐れのあるもの。
ウ．企業行動基準、各種規程への違反で重大なもの。
エ．その他上記ア～ウに準ずるもの。

　内部監査室が実施した内部監査の結果については、遅滞なく監査役に報告してお
ります。
　当社グループの内部通報制度担当部署は、当社グループの役職員からの内部通報
の状況について、直接もしくは各グループの取締役または監査役を通じて、当社監
査役に対して報告しております。
　当社および当社グループの取締役および使用人は、監査役が事業の報告を求めた
場合、または業務および財産の状況を調査する場合は、迅速かつ的確に対応してお
ります。
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⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は代表取締役と定期的に意見・情報の交換を行っております。
　監査役は当社グループの監査役と定期的に意見・情報の交換を行っております。
　監査役は会計監査人と定期的に意見・情報の交換を行っております。

⑪当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づ
く費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議のうえ、当該請求に
係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除
き、速やかに当該費用または債務を処理しております。

⑹　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと位置付けており
ます。このような観点から、剰余金の配当等の決定につきましては、将来の事業展開
と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続してい
くことを基本方針としております。
　また、当社は会社法第459条第1項に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配
当等を行うこととしており、当期の期末配当につきましては、前述の方針と平成30年
3月期の業績を踏まえ、株主の皆様の日頃のご支援に応えるべく、1株につき7円とす
ることを平成30年5月15日開催の取締役会において決議いたしました。
　なお、次期の利益配当金につきましては、1株につき5～7円を見込んでおります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年3月31日現在）

(単位：百万円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品及び製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

固定資産

(有形固定資産)

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

リース資産

建設仮勘定

その他

(無形固定資産)

(投資その他の資産)

投資有価証券

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

29,114

4,828

17,401

1,491

1,811

2,744

394

450

△7

15,294

(12,851)

3,436

1,820

4,093

2,610

278

612

(229)

(2,212)

962

828

580

△158

流動負債 21,224
支払手形及び買掛金 7,317
短期借入金 6,427
一年内償還予定の社債 520
一年内返済予定の長期借入金 2,287
リース債務 648
未払法人税等 586
賞与引当金 535
その他 2,902

固定負債 8,457
社債 730
長期借入金 3,747
リース債務 900
繰延税金負債 253
役員退職慰労引当金 8
休廃止鉱山特別対策引当金 80
退職給付に係る負債 2,565
その他 170

負債合計 29,681
純 資 産 の 部

株主資本 15,341
資本金 4,358
資本剰余金 4,174
利益剰余金 7,300
自己株式 △491

その他の包括利益累計額 △659
その他有価証券評価差額金 53
繰延ヘッジ損益 △1
為替換算調整勘定 △703
退職給付に係る調整累計額 △8

非支配株主持分 45
純資産合計 14,727

資産合計 44,409 負債・純資産合計 44,409
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連 結 損 益 計 算 書

（ 自 平成29年 4 月 1 日
至 平成30年 3 月31日 ）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 56,560
売上原価 47,487

売上総利益 9,072
販売費及び一般管理費 6,031

営業利益 3,040
営業外収益

受取利息及び配当金 5
受取賃貸料 40
為替差益 166
投資事業組合運用益 54
持分法による投資利益 68
その他 70 405

営業外費用
支払利息 144
支払手数料 12
その他 110 267

経常利益 3,179
税金等調整前当期純利益 3,179
法人税、住民税及び事業税 735
法人税等調整額 125 861
当期純利益 2,317
非支配株主に帰属する当期純利益 9
親会社株主に帰属する当期純利益 2,307
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貸　借　対　照　表
（平成30年3月31日現在）

(単位：百万円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流動資産

現金及び預金
受取手形
売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前払費用
繰延税金資産
短期貸付金
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
(有形固定資産)

建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

(無形固定資産)
ソフトウェア
リース資産
その他

(投資その他の資産)
投資有価証券
関係会社株式
破産更生債権等
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

18,380
2,761
2,667
6,389

290
740
551
84

239
3,408
1,229

18
△0

15,548
(6,525)
1,922

67
666
35

102
2,753

875
102
(120)
106

5
9

(8,902)
28

7,914
20

636
460

△158

流動負債 14,120
支払手形 914
買掛金 1,462
短期借入金 6,127
一年内償還予定の社債 490
一年内返済予定の長期借入金 2,287
リース債務 360
未払金 377
未払費用 845
未払法人税等 445
未払消費税等 150
賞与引当金 319
その他 338

固定負債 6,810
社債 700
長期借入金 3,747
リース債務 531
退職給付引当金 1,754
その他 76

負債合計 20,931
純 資 産 の 部

株主資本 12,990
資本金 4,358
資本剰余金 4,174

資本準備金 3,159
その他資本剰余金 1,015

利益剰余金 4,949
利益準備金 125
その他利益剰余金 4,824

繰越利益剰余金 4,824
自己株式 △491

評価・換算差額等 7
その他有価証券評価差額金 9
繰延ヘッジ損益 △1

純資産合計 12,997
資産合計 33,928 負債・純資産合計 33,928
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損　益　計　算　書

（ 自 平成29年 4 月 1 日
至 平成30年 3 月31日 ）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 25,392

売上原価 21,421

売上総利益 3,970

販売費及び一般管理費 2,971

営業利益 999

営業外収益

受取利息及び配当金 205

受取賃貸料 40

為替差益 97

投資事業組合運用益 54

その他 36 434

営業外費用

支払利息 98

手形売却損 17

その他 36 152

経常利益 1,281

税引前当期純利益 1,281

法人税、住民税及び事業税 233

法人税等調整額 49 282

当期純利益 998
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年5月22日
株式会社　キョウデン

取締役会　御中
有限責任監査法人　トーマツ

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 矢　野　浩　一 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小　松　　　聡 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藤　野　竜　男 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社キョウデンの平成29年4月1日
から平成30年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社キョウデン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年5月22日
株式会社　キョウデン

取締役会　御中
有限責任監査法人　トーマツ

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 矢　野　浩　一 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小　松　　　聡 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藤　野　竜　男 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社キョウデンの平成29年4
月1日から平成30年3月31日までの第36期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年4月１日から平成30年3月31日までの第36期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、
本監査報告書を作成し、以下の通り報告いたします。

1．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
⑴監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況お

よび結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の
執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報
の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しま
した。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通お
よび情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合するこ
とを確保するための体制その他株式会社およびその子会社から成る企業集団の
業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項
および第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使
用人等からその構築および運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、
取締役等および有限責任監査法人トーマツから当該内部統制の評価および監査
の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第5号イの留意した事項お
よび同号ロの判断および理由については、取締役会その他における審議の状況
等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から｢職務の遂行が適
正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算
書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）および
その附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。

2．監査の結果
⑴事業報告等の監査結果

①事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正し
く示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重
大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の
執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められ
ません。

④事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするにあた
り当社の利益を害さないように留意した事項および当該取引が当社の利益を害
さないかどうかについての取締役会の判断およびその理由について、指摘すべ
き事項は認められません。

⑵計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると
認めます。

⑶連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると
認めます。
平成30年5月23日

株式会社キョウデン監査役会
常勤監査役 北　原　　　清 ㊞

非常勤監査役 島　田　清　志 ㊞
社外監査役 細　川　清　史 ㊞
社外監査役 清　水　純　一 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
第1号議案　取締役9名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役7名全員は任期満了となります。つきましては、経営体
制の強化のため2名増員し、取締役9名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 1 もり
森

 
　

きよ
清

たか
隆 (昭和31年3月7日生) 再任

略歴、当社における地位および担当
昭和54年  4 月 ㈱愛工機器製作所入社
平成  4 年11月 当社入社
平成  9 年  4 月 事業推進本部長
平成21年  6 月 取締役事業推進本部長
平成25年  4 月 取締役海外事業本部長
平成30年  4 月 代表取締役社長（現任）

所有する
当社株式の数

300株

重要な兼職の状況
KYODEN(THAILAND)CO.,LTD.　Managing Director
取締役候補者とした理由
森清隆氏は、長年にわたり当社グループ電子事業の海外事業部門を指揮し、海外子会社の経営に携わるな
ど豊富な経験と当社における経営全般に関する知見を有しており、その経験を最高経営責任者の立場にお
いて発揮していることから、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号 2 やま
山

ぐち
口

かね
鐘

き
畿 (昭和41年9月25日生) 再任

略歴、当社における地位および担当
平成  2 年  4 月 ㈱神戸製鋼所入社
平成12年  4 月 当社入社
平成19年  2 月 ＫＤＧものづくり統括室長
平成20年  6 月 取締役ＫＤＧものづくり統括室長
平成23年  6 月 常務取締役製造本部長
平成24年  6 月 代表取締役社長
平成30年  4 月 取締役技術開発本部長（現任）

所有する
当社株式の数

13,900株

重要な兼職の状況
－
取締役候補者とした理由
山口鐘畿氏は、平成24年6月に当社代表取締役社長に就任しておりましたが、現在はその知見を以て、次
世代を見据えたプリント配線板などの技術開発活動に専念しております。また、これまでに培った経営全
般に関する知識と経験により、当社の経営の意思決定および業務執行に重要な役割を果たしていることか
ら、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者番号 3 なが
永

ぬま
沼

 
　

ひろし
弘 (昭和39年1月7日生) 再任

略歴、当社における地位および担当
昭和57年  4 月 ㈱三協精機入社
昭和62年  1 月 当社入社
平成13年  4 月 製造本部ＰＣＢ製造部長
平成23年  5 月 取締役ＴＳＰ製造本部長
平成24年10月 取締役製造本部長
平成30年  4 月 取締役基板統括本部長（現任）

所有する
当社株式の数

4,100株

重要な兼職の状況
－
取締役候補者とした理由
永沼弘氏は、長年にわたり当社グループ電子事業の製造部門を牽引してきた人物であり、国内外の子会社
の経営に携わるなど豊富な経験と当社における経営全般に関する知見を有していることから、引き続き取
締役候補者といたしました。

候補者番号 4 おか
岡

もと
本

 
　

みつる
満 (昭和45年1月24日生) 再任

略歴、当社における地位および担当
平成  4 年  4 月 当社入社
平成21年  4 月 事業推進本部営業本部副本部長
平成23年  5 月 営業統括本部ＴＳＰ営業本部長
平成23年  6 月 取締役ＴＳＰ営業本部長
平成25年  4 月 取締役営業本部長（現任）

所有する
当社株式の数

－株

重要な兼職の状況
－
取締役候補者とした理由
岡本満氏は、営業部門における豊富なマネジメント経験を有しており、更なる市場開拓に向けてこれらの
知見を当社の取締役会の意思決定に反映させるために、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者番号 5 さ
佐

とう
藤

しゅう
周

いち
一 (昭和35年7月1日生) 再任

略歴、当社における地位および担当
昭和55年  4 月 さかもと会計事務所入所
昭和60年  4 月 神栄工業㈱入社
平成23年  3 月 日本エレクトロニクス㈱　代表取締役社長
平成28年  3 月 当社　執行役員管理本部長
平成
平成

28
30

年
年

 6
 4

月
月

当社　取締役管理本部長
当社　取締役管理本部長 兼 量産事業本部長（現任）

所有する
当社株式の数

－株

重要な兼職の状況
－
取締役候補者とした理由
佐藤周一氏は、電子事業において営業・生産管理・管理・製造部門と多岐にわたる業務に従事し、また、
子会社の経営に携わるなど、幅広い知識・実績と優れた経営執行能力を有しております。その豊富な経験
に基づいた多面的な視野を活かすことで、当社の取締役会の意思決定機能の強化・補完が期待できること
から、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号 6 あら
荒

い
井

ひで
秀

あき
明 (昭和32年7月27日生) 新任

略歴、当社における地位および担当
昭和56年  4 月 国際航業㈱入社
平成 元年  9 月 東京電気㈱（現東芝テック㈱）入社
平成20年  5 月 同社　経理部税務室長
平成
平成
平成

22
27
30

年
年
年

 5
 6
 3

月
月
月

㈱テックプレシジョン　取締役経理部長
国際チャート㈱　取締役経営管理統括部長
当社入社　管理本部副本部長（現任）

所有する
当社株式の数

－株

重要な兼職の状況
－
取締役候補者とした理由
荒井秀明氏は、長きにわたり電子関連事業の企業経営に携わってきた経験を活かし、現在は当社の管理業
務全般を統括する職責を担っております。当社が更なる企業価値の向上を図るにあたり適材な人材と判断
し、新たに取締役候補者といたしました。

－ 28 －



候補者番号 7 わた
渡

なべ
邉

まさ
真

き
樹 (昭和48年2月28日生) 新任

略歴、当社における地位および担当
平成  3 年  4 月 トーエイ電資㈱（現当社）入社
平成30年  4 月 当社　総合企画室長（現任）

所有する
当社株式の数

－株

重要な兼職の状況
－
取締役候補者とした理由
渡邉真樹氏は、これまで積極的かつ幅広い事業展開を進めるにあたり重要な職責を果たしてきており、当
社の企業価値向上に多大な貢献をしております。豊富な業務経験と知識を有していることから、新たに取
締役候補者といたしました。

候補者番号 8 はし
橋

もと
本

だい
大

き
輝 (昭和57年8月5日生) 新任

略歴、当社における地位および担当
平成17年  5 月 ㈱長崎屋入社
平成18年12月 当社入社
平成
平成
平成

23
25
28

年
年
年

 2
12
11

月
月
月

大江戸温泉物語㈱入社
同社　代表取締役
㈱代々木アニメーション学院　代表取締役社長（現任）

所有する
当社株式の数

－株

重要な兼職の状況
㈱キョウデンエリアネット　取締役
取締役候補者とした理由
橋本大輝氏は、歴任してきた会社の経営に携わるなど多くの経験・実績とともに優れた経営執行能力を有
しております。中でも、当社が営業戦略強化を具現化するにあたり、重要なテーマと捉える顧客管理・販
売に関するシステム構築を度々牽引してきた実績を有する同氏を適材な人材と判断し、新たに取締役候補
者といたしました。

－ 29 －



候補者番号 9 は
長

せ
谷

がわ
川 　

よう
洋

 
　

じ
二 (昭和27年12月9日生) 再任 社外 独立

略歴、当社における地位および担当
昭和54年  3 月 司法研修所卒業
昭和
昭和

54
56

年
年

 4
 4

月
月

西武セゾングループ社内弁護士
長野県弁護士会登録

平成
平成

 3
27

年
年

11
 6

月
月

当社　監査役
社外取締役（現任）

所有する
当社株式の数

－株

重要な兼職の状況
弁護士法人長谷川洋二法律事務所　代表
タカノ㈱　取締役（監査等委員）
社外取締役候補者とした理由
長谷川洋二氏は、社外取締役ならびに社外監査役となること以外の方法で会社経営に関与された経験はあ
りませんが、弁護士として豊富な経験と高い見識を有し、また当社の社外監査役としての経験から当社を
深く理解していただいております。この見識と経験を活かし、経営判断におきまして高度かつ専門的な助
言、指導等、またコーポレート・ガバナンスの強化を含めた当社の経営全般に対する監督を行っているこ
とから社外取締役としての業務を適切に遂行できるものと判断したため、引き続き社外取締役候補者とい
たしました。

（注）1． 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2． 長谷川洋二氏は社外取締役候補者であります。
3． 社外取締役候補者長谷川洋二氏は現に当社の社外取締役であり、その就任してからの年数は、本

総会の終結の時をもって3年であります。また、それ以前の同氏の当社の監査役（社外監査役）
としての在任期間は、24年7ヶ月であります。

4． 当社は、長谷川洋二氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりますが、同
氏が原案どおりに選任された場合、引き続き独立役員として届け出る予定であります。

5． 当社は長谷川洋二氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、善意でかつ重大な過失が
ないときには、会社法第423条第1項の損害賠償責任を法令の定める限度まで限定する契約を締
結しております。同氏が原案どおりに選任された場合、当社は、同氏との間で当該契約を継続す
る予定であります。

以上

－ 30 －



メ　　モ



株主総会会場ご案内図
長野県上伊那郡箕輪町大字中箕輪8288番地1
伊那プリンスホテル　デビューテホール
ＴＥＬ　0265－79－0022

国道153号線

153号線バイパス

至名古屋

JR伊那松島

長野銀行

伊那プリンスホテル

ローソン

至東京
中央道伊北インター

○ＪＲ飯田線　伊那松島駅下車　徒歩7分
○中央道伊北インターより車10分


